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３ 　歳   出

（款）　１ 　議 会 費

　　　（項）　１ 　組 合 議 会 費

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

1 組 合 1,407 1,407 1 報 酬 議長報酬 110

議 会 費

副議長報酬 100

議員報酬 800

9 旅 費 費用弁償 15

10 交 際 費 議長交際費 80

11 需 用 費 消耗品費 39

13 委 託 料 議事録作成委託料

196

14 使 用 料 自動車等借上料 20

及 び

賃 借 料

19 負担金、 議会議員公務災害

補 助 補償等組合負担金

及 び 47

交 付 金

1,407 1,407

47

20

196

39

80

計

目 本 年 度

15

1,0101,674 △ 267

1,674 △ 267

前 年 度
特　定　財　源

本 年 度 の 財 源 内 訳

国（都）
支出金

一 般
財 源その他地方債

比 較 説　　　　明

区　分 金　額

節

－7－



（款）　２ 　事 務 所 費

　　　（項）　１ 　組 合 事 務 所 費

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

1 一 般 158,642 6 158,636 1 報 酬 240 監査委員報酬 55

管 理 費

情報公開審査会委員

報酬 92

個人情報保護審議会

委員報酬 92

公務災害補償等委員

報酬 1

2 給 料 特別職給料 460

4人

一般職給料 36,596

8人

目 一 般
財 源その他地方債

比 較前 年 度

本 年 度 の 財 源 内 訳

国（都）
支出金

本 年 度
特　定　財　源

説　　　　明

区　分 金　額

節

37,056

164,898 △ 6,256

3 職 員 一般職諸手当 29,131

手 当 等 8人

職員退職手当組合負

担金（普通） 3,916

児童手当 1,200

4 共 済 費 職員共済組合負担金

12,067

地方公務員災害補償

基金負担金 237

臨時職員等社会保険

料等 30

34,247

12,334

－8－



千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

5 災 害 公務災害補償費 1

補 償 費

7 賃 金 臨時職員賃金 2,575

8 報 償 費 職員表彰記念品代

25

9 旅 費 普通旅費 96

10 交 際 費 管理者交際費 200

11 需 用 費 消耗品費 2,350

燃料費 260

印刷製本費 4,011

修繕料 1,080

12 役 務 費 通信運搬費 782

手数料 25

自動車保険料 111

筆耕料 3

2,575

200

96

921

特　定　財　源

1

本 年 度 の 財 源 内 訳

国（都）
支出金

本 年 度

7,701

25

説　　　　明

区　分 金　額

節
目 一 般

財 源その他地方債

比 較前 年 度

－9－



千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

13 委 託 料 庁舎清掃委託料 1,188

職員健康診断委託料

1,069

サーバシステム構築

業務委託料 897

事務所等警備委託料

810

広報用資料配布委託

料 506

電算システム修正委

託料 389

オーディオビジュアル

保守点検委託料 368

電話設備保守点検委

託料

297

会議録作成委託料

195

職員研修委託料 61

14 使 用 料 事務機器使用料 3,175

及 び

賃 借 料 財務会計システム使用

料 1,381

人事給与管理システム

使用料 1,149

契約管理システム使用

料 436

5,780

説　　　　明

7,224

区　分 金　額

節
目 一 般

財 源その他地方債

比 較前 年 度
特　定　財　源

本 年 度 の 財 源 内 訳

本 年 度
国（都）
支出金

－10－



千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

自動車等借上料 260

フロアマット賃借料

204

パソコン用ソフト使用料

195

テレビ受信料 189

ＡＥＤ賃借料 135

有料道路通行料等

100

18 備 品 施設用備品

購 入 費 521

521

説　　　　明
特　定　財　源

一 般
財 源国（都）

支出金
地方債 その他

区　分 金　額

目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源 内 訳

節

購 費

19 負担金、 周辺市町地域振興負

補 助 担金 48,000

及 び 羽村市 32,000

交 付 金 瑞穂町 16,000

地域環境対策協議会

助成金 1,000

職員互助組合補助金

523

全国都市清掃会議負

担金 92

公平委員会負担金

75

青梅労働基準協会負

担金 17

49,720

－11－



千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

ＪＡＦ会員加入料 8

三多摩清掃施設協議

会負担金 5

22 補 償 、 自動車事故等賠償金

補 填 1

及 び

賠 償 金

1

区　分 金　額

節
一 般
財 源その他地方債

比 較前 年 度本 年 度
特　定　財　源

本 年 度 の 財 源 内 訳

国（都）
支出金

説　　　　明目

158,642 158,6366計 164,898 △ 6,256

－12－



（款）　３ 　じ ん 芥 処 理 費

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

1 じ ん 芥 1,651,044 1,650,202 2 給 料 一般職給料 73,520

処 理 費 　一般職　　　19人

　再任用 　　　2人

3 職 員 一般職諸手当

手当等 50,418

　一般職　　　19人

　再任用 　　　2人

職員退職手当組合負

担金 （普通） 10,514

児童手当 1,500

4 共済費 職員共済組合負担金

22,886

説　　　　明

区　分 金　額

節

本 年 度 の 財 源 内 訳

国（都）
支出金

特　定　財　源

地方債

一 般
財 源その他

842△ 77,9961,729,040

　  　（項）　１ 　じ ん 芥 処 理 費

目 前 年 度本 年 度 比 較

73,520

24,478

62,432

地方公務員災害補償

基金負担金 420

臨時職員等社会保険

料等 1,172

5 災 害 公務災害補償費

補償費 1

7 賃 金 臨時職員賃金 4,791

9 旅 費 普通旅費 232

特別旅費 131

363

4,791

1

－13－



千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

11 需 用 費 消耗品費 79,722

燃料費 11,981

印刷製本費 2,144

光熱水費 140,607

修繕料 9,580

12 役 務 費 手数料 118

自動車保険料 71

火災保険料 2,219

13 委 託 料 ごみ焼却業務委託料

131,663

環境調査委託料

19,961

飛灰搬出運搬業務委

託料 16,827

電気設備点検委託料

10,422

構内緑地帯整備委託

料 8,298

残灰運搬委託料

6,619

空調機保守点検委託

料 6,630

説　　　　明

244,034

区　分 金　額

節

239,859

目 一 般
財 源その他地方債

比 較前 年 度
特　定　財　源

本 年 度 の 財 源 内 訳

国（都）
支出金

本 年 度

2,408

－14－



千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

建築設備監視装置保

守点検委託料 4,994

設備保全管理技術支

援業務委託料 4,869

ガス調温室等清掃委

託料 4,860

排ガス分析計等保守

点検委託料 4,806

焼却不適物処分委託

料 3,882

ボイラー水分析等委

託料 3,171

消防設備点検委託料

3,164

構内道路清掃等委託

料 2,555

ごみ分析委託料

2,549

給排水衛生設備検査

清掃委託料 1,396

エレベーター点検委

託料 1,319

自動ドア点検委託料

852

テレセントリーシステム

保守点検委託料

584

温室効果ガス基準量

検証委託料 216

目 一 般
財 源その他地方債

比 較前 年 度
特　定　財　源

本 年 度 の 財 源 内 訳

国（都）
支出金

本 年 度 説　　　　明

区　分 金　額

節

－15－



千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

メタンガス報知設備点

検委託料 184

事務機器保守点検委

託料 38

14 使 用 料 フォークリフト賃借料

及 び 378

賃 借 料

構内整備用機械等賃

借料 54

15 工 事 996,110 施設維持整備工事

請 負 費

目 一 般
財 源その他地方債

比 較本 年 度 説　　　　明

432

特　定　財　源

国（都）
支出金 金　額

節

区　分

本 年 度 の 財 源 内 訳

前 年 度

500,930請 負 費

基幹的設備改良工事

　排ガス処理設備改良

　工事

　高圧蒸気復水器改良

　工事

緊急工事

156,600

64,800

273,780

430,380

－16－



千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

16 原 材 324 補修用材料

料 費 324

18 備 品 施設用備品

購 入 費 761

19 負担金、 各種講習会等負担金

補 助 591

及 び

交 付 金 廃棄物処理施設技術

管理協会負担金

50

ボイラータービン主任

技術者会負担金 45

電気主任技術者会負

担金 45

27 公 課 費 汚染負荷量賦課金

800

1,651,044 1,650,202

目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源 内 訳

節
説　　　　明

特　定　財　源
一 般
財 源国（都）

支出金
地方債 その他

区　分 金　額

731

761

800

計 1,729,040 △ 77,996 842

－17－



（款）　４ 　余 熱 利 用 施 設 事 業 費

　　　（項）　１ 　余 熱 利 用 施 設 費

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

1 施 設 162,229 102,641 2 給 料 7,574 一般職給料 7,574

運 営 費 　一般職　　　 1人

　再任用 　　　1人

3 職 員 5,960 一般職諸手当 5,014

手 当 等 　一般職　　　 1人

　再任用 　　　1人

職員退職手当組合負

担金 （普通） 826

児童手当 120

4 共 済 費 2,259 職員共済組合負担金

1,777

地方公務員災害補償

基金負担金 33

説　　　　明

区　分 金　額

節

147,516 59,58814,713

目 一 般
財 源その他地方債

比 較前 年 度
特　定　財　源

本 年 度 の 財 源 内 訳

本 年 度
国（都）
支出金

負

臨時職員等社会保険

料等 449

8 報 償 費 63 記念品代 33

講師謝礼 30

9 旅 費 9 普通旅費 9

11 需 用 費 60,453 消耗品費 7,267

燃料費 1,601

印刷製本費 288

光熱水費 46,231

修繕料 5,066

－18－



千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

12 役 務 費 683 通信運搬費 275

手数料 93

広告料 65

火災保険料 240

損害賠償保険料 10

13 委 託 料 81,929 余熱利用施設運営業

務委託料 64,322

設備機器保守点検整

備委託料 8,127

浴槽循環設備点検整

備委託料 2,108

各種イベント開催委託

料 1,620

入館管理システム保守

点検委託料 985

駐車場整理委託料

788

第一種圧力容器検査

委託料 756

施設警備保障委託料

648

機器制御装置点検委

託料 528

浴場水質検査委託料

424

目 一 般
財 源その他地方債

比　較
特　定　財　源

本 年 度 の 財 源 内 訳

説　　　　明

区　分 金　額

節

国（都）
支出金

本 年 度 前 年 度

－19－



千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

電気設備保守点検委

託料 305

建築設備定期検査委

託料 238

特殊建築物定期検査

委託料 216

消防設備保守点検委

託料 212

自動ドア等点検委託料

201

電話機保守点検委託

料 169

給茶機保守点検委託

料 130

ばい煙発生源調査委

託料 92

トレーニング機器点検

委託料 60

14 使 用 料 サウナマット賃借料

及 び 2,777

賃 借 料

フロアマット賃借料

94

ＡＥＤ賃借料 67

テレビ受信料 24

2,962

目 一 般
財 源その他地方債

比　較前 年 度
特　定　財　源

本 年 度 の 財 源 内 訳

国（都）
支出金

本 年 度 説　　　　明

区　分 金　額

節

－20－



千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

16 原 材 補修用材料 54

料 費

18 備 品 施設用備品 283

購 入 費

162,229 102,641

特　定　財　源

本 年 度 の 財 源 内 訳

本 年 度
国（都）
支出金

計

目 一 般
財 源その他地方債

比　較前 年 度

59,588

54

14,713147,516

説　　　　明

区　分 金　額

節

283

－21－



（款）　５ 　公 債 費

　　　（項）　１ 　公 債 費

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

1 元 金 88,887 88,887 23 償還金、 余熱利用施設建設事

利 子 業費 61,467

及 び

割 引 料 焼却灰搬出設備改造

工事費 27,420

87,505 1,382 88,887

説　　　　明

区　分 金　額

節

本 年 度 の 財 源 内 訳

国（都）
支出金

特　定　財　源
目 一 般

財 源その他地方債

比　較前 年 度本 年 度

２ 利 子 10,791 10,791 23 償還金、 余熱利用施設建設事

利 子 業費 7,569

及 び

割 引 料 焼却灰搬出設備改造

工事費 781

基幹的設備改良工事

費(自動燃焼制御装置

改良工事) 2,441

0

99,678 99,678計

1,059

97,237

9,732

2,441

10,791

－22－



（款）　６ 　予 備 費

　　　（項）　１ 　予 備 費

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

1 予 備 費 3,000 3,000

3,000 3,000

　　

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

2,076,000 2,015,564

説　　　　明

区　分 金　額

節

△ 635

特　定　財　源

本 年 度 の 財 源 内 訳

国（都）
支出金

本 年 度

計

目 一 般
財 源その他地方債

比　較

3,635

前 年 度

3,635 △ 635

説　　　　明
特　定　財　源

一 般
財 源

国（都）
支出金

地方債 その他

歳 出 合 計

目 本 年 度 前 年 度

区　分 金　額

節

2,144,000 △ 68,000 60,436

比　較

本 年 度 の 財 源 内 訳

－23－



１ 　特別職

職
員

人

0

期 末 手 当給        料

460

460

0

28

460

1,010

240

1,250

4

12

3,44329 460

△ 1

13

12

0

0

1,010

2,433

本 年 度

前 年 度

長 等

比 較

議 員

そ の 他 の 特 別 職

そ の 他 の 特 別 職

計

12

給        与        費 

給                             与  

報          酬
区 分 職員数

長 等

計

そ の 他 の 特 別 職

計

議 員

議 員

長 等

△ 2,193

4

△ 2,193

△ 1

0

千円 千円 千円

２ 　一般職

（１）　総　　　括

人

（　　）内は、再任用職員数　外書き

15,770

△ 240

720

2,346

△ 1,626

1,902

191

1,589

△ 56

1,711

15,530

117,690

115,389

2,301

1,533

116,071

通 勤
手 当

地 域
手 当

△ 13,432

報 酬 給        料

千円

5,082

△ 762

前 年 度

比 較

職 員 数

( 1 )

( 3 )

( 2 )

職員手当

の 内 訳
本 年 度

前 年 度

住 居
手 当

比 較

扶 養
手 当

千円

区 分

4,320

千円

区 分

本 年 度

0

28

28

給                与                費

千円 千円

千円

特 殊 勤 務
手 当

千円

千円

102,639

職 員 手 当
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千円

共  済  費

2

460

そ の 他 の
手         当

       明        細        書

                            費

地 域 手 当 計
備       考合      計

4,256

2

351

353

△ 2,544

△ 2,544

462

1,010

0

0

2,784

△ 351

462

1,010

240

1,712

千円 千円

460

1,010

0

2

1,010

240

1,710

千円千円

2,433

0

△ 2,193

△ 2,193

3,903

0

0

△ 351

備

千円 千円 千円 千円

8,113

9,398

5,791

4,416

1,375 △ 10,853△ 636

千円

△ 1,285

38,391 258,720

269,758

△ 11,038

備            考

千円

220,329

児 童
手 当

2,820

超 過 勤 務
手 当

△ 11,131

26,109

93

期 末 手 当
勤 勉 手 当

46,654

47,290

退 職 手 当 組 合
負 担 金

千円

管 理 職
手 当

15,256

合         計

38,298

共   済   費
計

2,360

460

231,460

千円

－25－



（２）　給料及び職員手当の増減額の明細

千円 千円 千円

給 料 2,301 給与改定に伴う増減分 1,020
1,020

昇給に伴う増加分 2,619 普通昇給・昇格による増 2,619

その他の増減分 △ 1,338 新陳代謝による増減 △ 1,338

区  分 増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説          明

前々年度給与改定影響額

職 員 手 当 △ 13,432 制度改正に伴う増減分 △ 6,599 地域手当 △ 240

住居手当 △ 1,626

退職手当組合負担金 △ 4,733

その他の増減分 △ 6,833 扶養手当 △ 762

通勤手当 191

特殊勤務手当 △ 56

超過勤務手当 △ 1,285

管理職手当 1,375

期末手当・勤勉手当 △ 636

退職手当組合負担金 △ 6,120

児童手当 460
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給与改定の状況 前々年度 給料表⑴の表上改定率 0.81％
給与改定の実施時期 平成25年1月

前年度 給料表⑴の表上改定率 △0.22％
給与改定の実施時期 平成26年1月

本年度 給料表の改定見込率 0.00％
給与改定の実施時期 未定

昇給期4月1日

職員数の異動状況（実績） 単位：人

27 ( 2 ) 1 ( 1 ) 28 ( 3 )
28 ( 2 ) 0 ( 0 ) 28 ( 2 )

△ 1 ( 0 ) 1 ( 1 ) 0 ( 1 )
（　　）内は、再任用職員数　外書き

備　　　　　  　　　　　　　　　　　考

前年度
比   較

前年度末職員数 増　　減 合　　計
本年度

前々年度給与改定 　　前年度予算12.5/100　　⇒　本年度予算12.0/100 暫定措置（本則18％）

前々年度給与改定 　　支給要件制度改正

普通負担金料率改定　　　前年度予算 200/1,000　  ⇒　本年度予算 155/1,000

特別負担金 　　定年退職者 前年度1名　　⇒　 本年度 0名
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（３）　給料及び職員手当の状況

　　ア 　職員１人当たり給与

　　イ 　初任給

円 円 一般職 円

平 成 26 年 1 月 1 日
平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平  　均  　年 　齢

333,259 円

410,358 円

41歳06月現 在

平  　均  　年 　齢

区　　　　　分 技 能 労 務 職

現 在

-

-

406,365 円

技 能 労 務 職

一 般 行 政 職

平 均 給 料 月 額

40歳10月

-

-

国　の　制　度

一 般 行 政 職区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分

平 成 25 年 1 月 1 日
平 均 給 与 月 額

327,350 円

-

-

一 般 行 政 職     

一般職

総合職（大卒）

（平成２６年１月１日現在）

短　　大　　卒

大　　学　　卒

154,800

高　　校　　卒

181,200

137,200 140,100

172,200

-

142,700

181,200
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　　ウ 　級別職員数

人 ％ 人 ％

2

3
5
4
4
9

27 0

2
0
3
5
4
5
9

28 0

（　　）内は、再任用職員数　外書き

　　（級別の標準的な職務内容）

係員の職務 主任及びこれ 係長及びこれ
に相当する職 に相当する職
務 務

課長補佐及び 課長及びこれ 局長及びこれ
これに相当す に相当する職 に相当する職
る職務 務 務

２級に属さな 技能主任及び 統括技能主任
い職員の職務 これに相当す 及びこれに相

る職務 当する職務

（平成２６年１月１日現在）

10.7

( 0.0 )

0.0 ( 0.0 )

( 0.0 )
( 0.0 )

( 100.0 )
( 0.0 )

( 100.0 )

( 0 )

( 0.0 )
( 0.0 )

( 100.0 )

0.0

11.1
18.5
14.8
14.8

( 0.0 )

( 100.0 )

６   級

現　　　　　　　在

( 2 )

( 0 )

３ 　級
( 2 )
( 0 )

５   級

平成26年1月1日

区　　　分

一 般 行 政 職

現　　　　　　　在

２　　　級

( 2 )

３ 　級

２　　　級

４　　　級

計

区　　　分

技 能 労 務 職

１　　　級

( 2 )
( 0 )

17.9
32.1

100.0 ( 0 )

６   級

( 0 )

３　　　級

平成25年1月1日

( 0 )

５   級

１ 　級

( 0 )

６　　　級５　　　級

( 0 )

( 0 )
( 0 )
( 0 )

17.9
14.3( 0 )

33.4

100.0

7.1

３　　　級

0.0

( 0.0 )
( 0.0 )
( 0.0 )

技 　能 　労 　務 　職
職　員　数 構　成　比

一 　般 　行 　政 　職
職　員　数 構　成　比

7.4 ( 0.0 )

( 0.0 )

１　　　級

級

１ 　級

区　　　　　分

２ 　級

計

４ 　級

２ 　級

４ 　級

７   級
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　　エ 　昇給

人 人 人

    （Ａ） 28

    （Ｂ） 25

％ ％ ％

89

　　オ 　期末手当・勤勉手当

月分 月分 月分

( 0.85 ) 1.875 ( 1.10 ) ( 0.15 )

( 0.85 ) 1.875 ( 1.10 ) ( 0.15 )

0.30

前　 年 　度

技能労務職
合  計

代 表 的 な 職 種

89

１２　月

0

区                   分
一般行政職

比    較 　（Ｂ）／（Ａ）

28

0.30

0

区　　　分

本　 年 　度

25

支　給　期　別　支　給　率

６　　月 ３　　月

1.775

本
 
　
年
 
　
度

1.775

　昇給に係る職員数

0　職員数

( 0.975 ) 2.050 ( 1.125 ) －

（　　）内は、再任用職員の支給率

　　カ 　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

月分 月分 月分

国
の
制
度

定　　　年

支給率等

支給率等

定　　　年

1.900国 の 制 度

２０年勤続の者 ２５年勤続の者

組
合
の
制
度

　　－

３５年勤続の者

26.83
23.50

区　　　　分

27.02500
25.55625

36.5700
34.5825

52.44
49.59

35.5
31.5

49.73
45.00
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人 人 人

    （Ａ） 28

    （Ｂ） 26

％ ％ ％

93

月分

( 2.10 )

( 2.10 )

区                   分
一般行政職

3.950

代 表 的 な 職 種

0

技能労務職

級 　等 　に 　よ 　る 　加 　算 　措 　置
備　　　考

前
 
　
年
 
　
度

職　制　上　の　段　　階　、　職　務　の

0

0

93

　昇給に係る職員数

　職員数

比    較  （Ｂ）/ （Ａ）

合  計

28

26

支　　給　　率　　計

3.950 有

有

月分 ・ 定年前早期退職特別措置 ・

・

・

・ 定年前早期退職特別措置 ・

・

・

( 2.10 )

措　　置　　等

その他の加算

有

備　　　考

3.950

　2％～20％加算

退職手当調整額

　第1号区分～第6号区分

最高限度

上段：平成26年4月1日～平成27年3月31日

下段：平成27年4月1日以降

上段：平成25年10月1日～平成26年6月30日

　第1号区分～第11号区分

下段：平成26年7月1日以降

退職手当調整額

　定年前1年につき3％を上

限とした割増（政令案）52.44
49.59

49.73
45.00
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キ 　地域手当

（　　）内は、再任用職員数　外書き

ケ 　その他の手当

差　　　　　　　　　異　　　　　　　　　の

扶養親族のある職員に支給

（１）　配偶者 13,500 円
（２）　配偶者以外　　 各 6,000 円
（３）　配偶者がいない場合の第1子 13,500 円
（４）　満16歳の年度初めから満22歳の年度末までの子

加算 4,000 円

支 給 対 象 職 員 数 （ 人 ） 28　（ 3 ）

扶養手当 異

区　　分
国の制度

全　　地　　域

支 給 率 　（　％　）
12.0　〔 本則 18.0 〕　　　平成２６年１月１日現在
11.0　〔 本則 18.0 〕　　　平成２６年４月１日以降
10.0　〔 本則 18.0 〕　　　平成２７年４月１日以降

との異同

国の指定基準に基づく支給率
地域区分により18％～0％
〔参考〕 青梅市10％　福生市15％
　　　　羽村市 6％　瑞穂町 0％

組　　　　合　　　の　　　制　　　　度

支 給 対 象 地 域

借家等に居住する職員に支給

（１）　世帯主（これに準ずる者を含む。）である職員のうち、満34歳に達する日
以後の最初の3月31日までの間にある者で、自ら居住するための住宅
を借り受け、月額15,000円以上の家賃を支払っている者

15,000 円

通勤距離片道 2ｋｍ以上の職員に支給

（１）　交通機関利用者 　　交通機関定期券等運賃相当額

（２）　交通用具使用者　 円
（通勤距離に応じて支給）

（平成２６年１月１日現在）

3,780 円 ～ 支給限度額 　　　21,890
通勤手当 異

住居手当 異
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ク 　特殊勤務手当

 

　内　　　　　　　　　容

扶養親族のある職員に支給

（１）　配偶者 13,000 円
（２）　配偶者以外 各 6,500 円
（３）　配偶者がいない場合の第1子 11,000 円
（４）　満16歳の年度初めから満22歳の年度末までの子

加算 5,000 円

72.4
支 給 対 象 職 員 の 比 率 （ ％ ）
（ 平 成 ２ ６ 年 １ 月 １ 日 現 在 ）

72.4

国　　　　　　の　　　　　　制　　　　　　度

代 表 的 な 特 殊 勤 務
手 当 の 名 称

危険手当　　　　　（日額 300円）

―給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （ ％ ）

―

一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

0.83 0.83

全　職　種区　　　　　　　分
代 表 的 な 職 種

　
　

借家等に居住する職員及び単身赴任手当受給者であって配偶者が借家等
に居住する職員に支給

（１）　借家・借間居住職員 （月額12,000円を超える家賃支払者）
支給限度額 27,000 円

（２）　配偶者等が借家・借間に居住する単身赴任手当受給職員
支給限度額 13,500 円

通勤距離片道 2ｋｍ以上の職員に支給

（１）　交通機関利用者 支給限度額 55,000 円
（交通機関 6箇月定期券等運賃相当額）

（２）　交通用具使用者　　 円
　　　（通勤距離に応じて支給）

2,000 円 ～ 支給限度額　　  24,500
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千円 千円 千円 千円 千円

1 普 通 債 635,883 955,080 0 88,887 866,193

(1) 余 熱 利 用 施 設

建 設 事 業 費

(2) 焼却灰搬出設備

改 造 工 事 費

(3) 基 幹 的 設 備

改 良 工 事 費

ア. 自動燃焼制御装置

改 良 工 事

431,636

0

61,467

当該年度中元

見 込 額

0 406,700 0 0 406,700

406,700

82,266 55,277 27,8570 27,420

493,103

前 年 度 末

現 在 高

見 込 額

当 該 年 度 中

起 債 見 込 額

0553,617

金償還見込額

当 該 年 度

末 現 在 高

前 前 年 度

末 現 在 高

区　　　　　　　分

当該年度中増減見込み

406,70000

地 方 債 の 前 前 年 度 末 に お け る 現 在 高 並 び に 前 年 度 末

及 び 当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

635,883 955,080 0 88,887 866,193合　　　　　　　計
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